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研究成果の概要（和文）：本研究は2つの視角から取り纏められる。第1に、プラットフォーム形成の企業家活動
が多数の起業活動や新事業創造、既存企業からのスピンオフ等を創出してクラスター形成につながるには、プラ
ットフォーム形成プロセスに連動した社会的な文脈を持つ起業活動支援の仕組みづくりが重要である。第2に、
産業クラスターの形成を単に企業の自律的な活動の結果とのみ見るのではなく、各国における科学技術政策から
発生してきた成果という側面も考慮しながら、特にアメリカにおける1980年代からの大学政策の変化に焦点を合
わせた分析が必要である。

研究成果の概要（英文）：We have two perspective in this research. First of all, in order to create 
industrial clusters by means of new venture creation, corporate venturing, and spin-off venture on 
the basis of creating the platform, the business support system for new business development related
 with social context at the process of cluster formation should be established. Secondly, it may be 
wrong if we simply see the evolution of industrial clusters as the result of companies’ independent
 managerial strategies. Thus we are going to investigate this phenomenon from the perspective that 
the government’s science and technology policy has initiated the formation of industrial clusters, 
particularly focusing on its policy related to the development of research universities in the US.

研究分野：社会科学

キーワード： 企業家活動　ベンチャー企業　産業クラスター　産官学連携

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現在の日本社会で科学技術政策と経済成長
を牽引するイノベーション創出の基盤形成は重
要な政策課題であり、その中核となりうる産業ク
ラスターの理論的・実証的研究は国内外で研究
蓄積が進んでいる。日本の産官学連携は個々
の教員の副次的活動から全学的戦略課題として
位置付けられ、国立大学法人の中期計画・中期
目標の中に盛り込まれるようになった。産業界で
も大学を新技術・新製品開発の連携相手として
認知し、企業家再生産の主体となる技術開発
型・研究開発型ベンチャー企業との産官学連携
は珍しくはなく、この動きは各地域で見られる。
最近の産業クラスター研究では、企業家活動や
イノベーション創出の支援機関の役割、先進的
技術基盤となる関連産業の存在、大学・研究機
関の R&D 施設の重要性と、競争優位の源泉を
特定の地域に集積した技術、ノウハウなどを総
合的に活用できるクラスターの知識活用能力、
地域のイノベーション能力が問われる（Breschi & 
Malerba, 2005; Cooke, 2006）。Staber（2007）で
は、知識を獲得して地域内に移転するメカニズ
ムの効率性に注目し、地域の学習プロセスやネ
ットワーク構造の内部分析を試み、地域特性や
独自要因からクラスター形成を説明し、地域コン
テキストをクラスターの形成の規定要因とする研
究も見られるが、クラスター形成に関連する要因
の関連性のダイナミズムを十分に説明できない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、大学や研究機関から民間
企業への技術移転を目的とした政府の科学技
術政策の国際比較を視野に入れ、産官学連携
と企業家育成・再生産プロセスの理論的・実証
的分析である。本研究では、大規模クラスターだ
けではなく、地場産業のクラスターも対象とし、産
官学連携からクラスター形成へ発展するプロセ
スに関し、科学技術政策と企業家活動の視点か
らの包括的な分析を試みる。産業クラスターの形
成と存続に関する企業家活動の分析では、単に
企業家による起業活動を対象とするだけでは十
分ではない。本研究では、イノベーションの事業
化や事業創造プロセスを進捗させる、起業や事
業創造の支援の仕組みやシステムにも焦点を合
わせる。そうした仕組みやシステムは将来ビジョ
ンを共有し、イノベーション創出や起業活動での
利害関係者の協働を可能にして、公的機関や
NPO の創造と協働及び連携によって成り立つと
考えられ、それら諸機関と組織を含め、先駆的
な仕組みについての検討も試みる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、産業クラスターの存続と産官学
連携の論理について、（1）クラスター形成と存続
に関する組織的分析と、（2）クラスターにおける
産官学連携のあり方、とりわけその主体の役割
の科学技術政策との関わりからの考察という2つ
の視点から重層的にアプローチする。 
第1の視点については、産業クラスターのダイ
ナミズムを探る際に企業家をどのように捉え、企

業家活動の違いをいかに明示的に組み入れる
かが鍵であり、集積地の個別性や独自性を生み
出す歴史的・文化的な要因の違いを分析視角
に包含し、地域産業の新陳代謝の担い手となる
企業家活動とその育成主体と再生産の仕組み
に焦点を合わせる。本研究では、フィンランドの
オウルなどの先駆的なクラスターの事例を踏まえ、
主に中国と台湾の産業クラスターの構成主体間
の相互作用の比較考察を試みる。具体的には、
台湾の工業技術研究院とねじ産業、工作機械
産業のクラスターの実地調査を基にしている。 
第 2 の視点については、産業クラスターにお
ける研究大学の役割の見直し、知的財産との関
係、大学発ベンチャー、社会的バッファー層や
ベンチャーキャピタルなどの新たなアクターと科
学技術政策との関連、という4つの点から科学技
術政策の帰結としてのクラスター形成の可能性
を考察する。具体的には、シリコンバレーの産業
クラスターにおいて、スタンフォード大学、UC バ
ークレー、UC サンフランシスコの 3 つの研究大
学を主たる対象とし、大学内部のデータと資料、
政府の科学技術政策、特許データ、ベンチャー
キャピタルのデータなどを用いて検証した。 
 
４．研究成果 
本研究成果は、産業クラスター形成と存続に
関する企業家活動と関連する組織的分析と、ク
ラスターにおける産官学連携のあり方、特にその
主体の役割の科学技術政策との関わりからの考
察の 2つの視点から取り纏められる。 
 
（1）産業クラスター形成、存続と企業家活動 
本研究へのクラスターの形成・発展と企業家
活動の関係からの視点での貢献について、金
（2013）は、中国遼寧省の東北大学と校弁企業
の成功モデルとされ、中国最大級の IT ソリュー
ションサービスプロバイダー企業へと成長した東
軟集団の事例から、成功の背景にアメリカ留学
の経験を持ち、中国初のコンピュータ応用専攻
の博士号を取得した東北大学副学長、東軟集
団の CEO となった劉積仁の産官学連携での企
業家活動の重要性を指摘している。劉はアメリカ
の研究機関と産業界の緊密な連携を中国で実
現しようとし、上場を通じて東軟集団側が自主的
に産官学連携を主導する立場を確保していた。 
地場産業のクラスターにおける企業家活動は、
市場関連以外の利害関係者とも多様な関係をも
ち、イノベーションの創出を通じた経済的成果の
実現、地域社会への貢献による良好な関係を築
く必要がある。金井（2016）は、台湾のネジクラス
ターの総体的な分析を試みている。台湾ねじ産
業の現状は、全国で1250を超えるネジ工場があ
り、高雄･台南（44％）、三重･樹林・桃園（31％）、
残りは彰化･台中エリアに分散している。クラスタ
ー形成は第2次大戦後に始まり、李春雨が1949
年に春雨工廠を設立、当初はミシン針を製造し、
ナットやボルトの生産に発展したが、1970 年代
初めまでがネジクラスターの生成期である。ベト
ナム戦争によるネジ工業生産は飛躍的に増大し、
特需で得た利益を再投資して発展した。この形



成期には、1965 年設立の三星五金工廠（現・三
星科技）が 1968 年に高速ナットフォーマーを開
発し、「ナット王国」の基礎を築いた。1969 年に
は台湾ネジ工業同業者組合（TIFI）が 32 社で設
立され、現在 600 社以上となっているが、緊密な
連携を促進してきた。そして、1975 年の中鋼公
司本社工場の高雄への移転がクラスター発展の
契機となった。ネジの原料のワイヤ供給が可能と
なって高雄港での鋼材の輸入と製品輸出ができ
るようになり、台湾北部からネジ関連の企業が移
転して関連産業の集積が形成された。また、春
雨工廠からは約 200 社がスピンオフし、ネジクラ
スターの発展を促しただけではなく、同社も含め
た集まりを組織化した。各企業は、特定の専門
分野に集中し、競争しつつ協力する関係で熱処
理、メッキ、金型、サービス等の相互学習を促進
し、各企業の競争能力の向上とクラスターの発
展につながったのである。2000 年を境に、中国、
東南アジア諸国との低価格競争となり、高付加
価値製品への移行に取り組んだ。台湾のネジク
ラスター形成のプロセスでは、春雨工廠からのス
ピンオフと三星科技がクラスター発展の基礎とな
り、政府と自治体が関連性を持って支援して、創
発と計画の混合型のクラスター形成と発展として
捉えられるが、要素（投入）条件としての中鋼公
司の存在と、台湾ネジ工業同業者組合がクラス
ターの形成と発展のプラットフォームとして機能
した可能性に留意する必要がある。 
 山田・于（2017）は、台湾の工業技術研究院と
台中の工作機械産業のスピンアウト企業の事例
を主な対象とした実地調査をもとに、工業技術
研究院中心の起業支援のスキームの分析を試
みている。工業技術研究院は応用技術研究機
関のトップで台湾の世界的な研究開発機構とし
て台湾GDPの 10－15％に貢献してきたとされ、
工業技術研究院からスピンオフした多くの半導
体企業が、台湾の半導体産業を立ち上げた経
緯がある。日紳精密股分有限公司は工作機械
の主軸専門のメーカーとして、現執行長の陳正
が同僚の技術者12人とともに、2005年に工業技
術研究院からスピンアウトして設立した企業であ
り、創業者でもある陳正は30年間工業技術研究
院で勤め、機械と電気研究所の所長を務めた。
同社は公的な審査を受け、いわばお墨付きを得
てスピンアウトして創業したが、現在の工業技術
研究院の起業支援のスキームは、さらに充実し
ている。技術開発型ベンチャー企業の支援につ
いて、案件発掘、準備、育成、創出の 4 つの時
期に分けて重点的な要因を設定している。そし
て、工業技術研究院出身の企業家、業界人、ベ
ンチャーキャピタルなどから成り、メンター機能を
持った組織の台湾工研新創協会が、産業に関
する洞察や商業的な製品仕様などのマーケッ
ト・プルやテクノロジー・プッシュに関するメンター
としてバックアップしている。日紳精密股分有限
公司の陳正も有力なメンバーである。工業技術
研究院、工業技術研究院の同窓生、台湾工研
新創協会のメンバーが一体となり、システマティ
ックに創業を後押ししている。工業技術研究院
は先端技術創出の中心的な役割を果たしてい

るが、同時にこの社会的に埋め込まれた起業活
動支援の仕組みで主要な役割を担っているの
である。 
地域の産業クラスター発展プロセスにおける
企業家活動のダイナミズムについては、事業創
造に関するアントレプレナーシップだけではなく、
シリコンバレーのターマン、テキサス・オースティ
ンのコズメツキー、オウル・ICT クラスターのオク
スマンとオタラのように、地域イノベーションの苗
床となるプラットフォーム形成活動のリーダーの
重要性を指摘できる。たとえば、もともとタールの
輸出基地であり、木材、紙、パルプ産業が基盤
のオウルの ICT クラスターは、1958 年のオウル
大学の設立が契機となる。オウル大学工学部電
気工学科長のオクスマン教授とノキア傘下企業
から招聘したオタラ教授が協力し、オウル大学工
学部電気工学科と国立技術センター（VTT）・エ
レクトロニクス研究所を基盤としてクラスター形成
の基礎を確立する。オウル市に働きかけて北欧
初のサイエンスパークであるテクノロジービレッジ
を設立し、エレクトロニクス産業による地域活性
化目指した「シティ・オブ・テクノロジー」のオウル
市のビジョンをもとに ICT クラスター形成を促進
するが、彼らの活動がスピンオフによるベンチャ
ー創設とその支援活動に果たした意義は、中核
企業であるノキアの存在とともに、創発的なクラ
スター形成の大きな要因とされる。地域リーダー
の役割はこれまでも注目されているが、クラスタ
ー形成における位置づけは理論的には必ずしも
明確ではない。ただし、金井（2005）はアントレプ
レナーシップ概念を再構成し、事業創造を行う
企業家活動とイノベーションの仕組みや社会的
プラットフォームを形成する企業家活動を区別し
て明示的に分析に組み入れ、「ミクロレベル」と
「メゾ（地域）レベル」の企業家活動を相互に関
連付けた分析が必要であるとしている。 
産業クラスターの形成は、Porter のダイヤモン
ドモデル内部の要素間の相互作用を促すという
自己強化的なプロセスを辿る。クラスター形成の
駆動力となる技術開発型・研究開発型のベンチ
ャー企業を多数輩出するには、大学や研究機
関で開発された技術および知的財産を核とし、
スピンオフやスピンアウトによって技術開発型ベ
ンチャーを起業する企業家に対する支援の仕組
みの構築が必要となる。また、地場産業のクラス
ターでは、中小企業の特定地域集積によって文
化的・心理的態度の類似性が増し、個人間の接
触と協力の頻度が高まる (Camagni, 1991)要素
も埋め込まれている。さらに、地場の革新的中小
企業でも、企業構成員の特徴や事業承継によっ
て企業家活動は影響を受ける。山田・江島・曽
根（2015）は、「中小企業経営革新支援法」で政
府認定を受け、地域で革新性を秘めた中小のフ
ァミリービジネスを対象とした実証研究で、その
経営は事業承継を契機として変化し、株式の所
有割合や家族メンバーの構成割合などでは一
律に特徴づけられないと指摘している。 
今回の調査研究では、社会的プラットフォー
ムを形成する企業家活動が多数の新事業創造
や既存企業からのスピンオフ等を創出してクラス



ター形成につながるという「ミクロ－メゾ」の関連
付けに関して、台湾の工作機械クラスターやネ
ジ産業クラスターの調査研究を通じ、スピンオフ
型起業を支援する工業技術研究院の仕組みや、
クラスターの形成・発展においてプラットフォーム
として機能した可能性があるネジ工業同業者組
合の役割など、起業活動や新事業創造の活性
化には、苗床となるプラットフォーム形成に連動
し、地域社会に埋め込まれた起業活動支援の
仕組みづくりの重要性を確認できた。創発型クラ
スターでは、Serial Entrepreneur の活動を土壌
づくりの鍵として捉える視点が重要であるが、プ
ラットフォームや起業活動支援の仕組みづくりと
関連付けた更なる分析は今後の課題である。 
 
（2）クラスターにおける産官学連携の主体の役
割と科学技術政策 
 本研究への科学技術政策の視点からの貢献
は、第 1 に、産業クラスターの中心としての大学
政策がどのような形で形成されてきたのかにある。
本研究の年度内に行った研究の中で、世界的
な産業クラスターのシリコンバレーにおける大学
の役割、そしてそれを導いた政府の政策を理解
するために、上山(2013a，2015)では、スタンフォ
ード大学、UC バークレー、UC サンフランシスコ
の 3 つの研究大学の内部資料・データを用い、
地域の産業クラスターの変化に先駆けて、80 年
代の生命科学、90 年代の ICT といった突出し
た技術に特化して競争的環境で伸びる大学を
育てる政策が打ち出されてきたことを明らかにし
た。そうした新しい高等教育政策のあり方が、ア
メリカという世界でもユニークな科学技術政策の
歴史の上で作られてきた事実も検証した。 
 産業クラスターの形成に際して産官学連携を
推し進める主体は誰か。企業にとって大学は、
公的資金が投入されるため、短期的成果に傾き
がちな企業研究とは違って、不確実性の高い研
究開発を積極的に推し進められる。この大学政
策が産業クラスターの形成に与えた影響が極め
て大きいことを明らかにした。 
 上山(2013b)で示したように、日本や西ドイツの
台頭を背景に、アメリカのエレクトロニクスの技術
的な優位が失われつつあった1980年代から、ア
メリカ政府の技術政策への資金的な背景の変化
もあり、この地域にバイオテクノロジーを中心とし
た生命科学関係の産業の拠点が生まれ始める。
この時代を画したのは、1974 年にスタンフォード
のコーエンと UCSF のボイヤーが確立した遺伝
子組み換え技術だった。ボイヤーの設立したジ
ェネンテック、さらにはアムジェン、カイロン、アフ
ィメトリックスといった様々な大学発ベンチャー系
の製薬会社や生命科学機器メーカーがこの地
域を牽引していった。90 年代の IT やインターネ
ットコミュニケーションの時代には、スタンフォー
ドや UBC のコンピューターサイエンスの研究者
からの技術移転が、大きな役割を果たすようにな
った。ヤフーやグーグルはどちらも大学の中で
開発された基礎技術である。研究大学は、各々
のフェーズごとに大学の戦略適応に成功した。
たとえば、スタンフォード大学にとって、60 年代

までは国防総省を中心としたミリタリー関係の政
府部門から、70年代からはNIHなどの生命科学
関係からの外部資金の獲得が、常に大学経営
の戦略の大きな柱であった。政府のアカデミア
への研究資金が 60 年代に、物理工学から生命
科学へシフトするのを見越すかのように、スタン
フォードは 50 年代後半には医学部の大規模な
改革を行い、その後のバイオエンジニアリングへ
と研究戦略を転換していった。 
 科学技術政策との関係で重要視した第 2 の点
は知的財産権、技術移転の問題である。本研究
では、先にあげた 3 つの研究大学における特許
政策の調査によって、産業クラスターの形成に
おける大学の特許ポリシーの変化が大きく影響
していることを明らかにした。カリフォルニア大学
のパテントポリシーの歴史はきわめて古く、最初
のポリシー策定は1943年に遡る。スタンフォード
でも 1939 年にポリシーと呼ばれる文言はすでに
作られていたが、ほとんどガイドラインとしての役
割を果たさなかったし、学内で顧みられることは
まったくなかった。一方、43 年に作られたカリフ
ォルニア大学のポリシーは本格的なもので、大
学関係者が特許取得の可能性のある発明を行
った場合、「その特許権を大学評議会（ソネット）
に譲渡するかどうかはその発明者の意思に委ね
られている」と書かれていた。このポリシーは
1950 年と 63 年に変更が加えられ、少しずつ大
学の管理が厳しくなった。53 年段階では、企業
との契約や国のグラントなどで雇用されている研
究者には、本人による研究情報の大学への開
示（ディスクロージャー）を義務づけているが、テ
ニュアを持つ研究者のオプション権は保証され
ていた。63 年以降、大学所属の雇用者は、アカ
デミックなポジションを持つものであれ、一般の
職員であれ、自らの研究や発明は大学当局に
開示しなければならないと変更された。スタンフ
ォード大学が、全米の大学に先駆けて OTL（技
術移転局）のパイロットプログラムを作り、大学研
究の特許に関するガイドラインやポリシーの策定
に取り組んだのが 1969 年であり、カリフォルニア
大学のパテントポリシーがきわめて早いものであ
った。この時期ハーバード大学には、パテントポ
リシーと呼ばれるものはない。大学所属の研究
者は、発明や技術の特許権を自由に手にできた
が、医学や生命科学に関する特許への取り決め
は厳しく、20年代から 30年代に制定されたハー
バードやイェールのガイドラインには、治療に関
する特許申請を大学は認めないと定めている。 
 またカリフォルニア大学では、2003 年に極めて
厳格な「ドラッグネット・ディスクロージャー」と呼
ばれるガイドラインを制定し、教員や大学院生が
始めた研究のシーズは大学の所有権の対象で
あると決められた。ガイドラインの結果として、90
年代に所有する特許数を急増させた。公共的意
識が高いはずの州立大学のカリフォルニア大学
が、科学的成果の私有化（プライバタイゼーショ
ン）に積極的となり、シリコンバレー企業との関係
を密にしていた私立大学のスタンフォードが、科
学の成果をできる限り公共化（パブリサイズ）しよ
うとする興味深い対比が生まれた。このように、



各大学の特許のガイドラインは実に多様でほと
んど制約のない大学（ウィスコンシン大学）もあれ
ば、その中間（スタンフォードや MIT）もあり、カリ
フォルニア大学などは最も厳しい。大学ごとに産
学連携や知財の考え方が自律的に異なり、それ
が各大学の競争を生み、アメリカの産学連携を
最も効果的にしていることを明らかにした。 
 第 3 は、大学発ベンチャーに関する論点であ
る。上山は一連の論文と著作で、大学発ベンチ
ャーが生まれるまでの過程を、シリコンバレーを
ケースとして調査している。74 年の遺伝子組み
換え技術の特許を土台に、ボイヤーたちが設立
したジェネンテック社が、瞬く間に株式上場を果
たして大きな成功をおさめると多くのバイオベン
チャーが生まれた。その他にも、MIT のシャープ
とハーバード大学のギルバートが設立したバイ
オゲン社、スタンフォードのコーンバーグ、バー
グ、化学科のヤノフスキーらによる DNAX 社もあ
る。80 年代に始まるバイオ関係のベンチャー企
業のラッシュは、従来の産学連携によるベンチャ
ーと比べても質的にも規模的にも大きく異なって
いる。それらの多くが大学の実験室から生まれた
特許を基盤に、ロイヤリティー収入と株式上場の
可能性を目論んだベンチャーキャピタルの豊富
な資金が流れ込むようになったからである。大学
発ベンチャーとの関わりは、伝統的な大学の枠
を超えた、アントレプレナーとしての活動へ研究
大学を駆り立てた。 
本研究では、こうした大学発ベンチャーを輩
出させた科学技術政策にも焦点を合わせた。80
年代にはアメリカでも研究者や大学院生が自ら
の研究の特許で大学の外に企業を設立すること
や、大学がそうした企業の株を所有することへの
大きな反対があったからである。その政策的変
化をアメリカ議会における公聴会の審議などの
資料を用いて明らかにした。 
 最後の論点は、産業クラスターでのベンチャー
キャピタルなどの資金的なサポート体制の問題
である。本研究では、1980年代から2000年代に
かけてのベンチャーキャピタルの資金の動きを
検証し、それらの金融市場での動きが大学の財
務とも密接に連動することを明らかにした。ベン
チャーキャピタルと大学との資本的関係は、カリ
フォルニアの歴史的特徴でもある。東海岸と西
海岸を中心に、主なアメリカの州ごとに 1965 年
から 2002 年までのベンチャーキャピタルの投資
の件数とベンチャーキャピタルの投資の変遷を
調べた。60 年代から常に多くの投資を呼び込ん
だのはカリフォルニアであり、MIT を擁するマサ
チューセッツがそれに続く。ベンチャーキャピタ
ルのような新技術を獲得しようとする投資家の目
は、60年代の半ばから明らかにカリフォルニア州
の各大学へと向けられ始めていた。アメリカでの
ベンチャーキャピタルと新技術との密接な関係
はカリフォルニアに集中していた。その中心のシ
リコンバレーにおいて、3 つの研究大学とベンチ
ャーキャピタルとの蜜月の関係が早くも 60 年代
から生まれていたに違いない(Kenny and Florida, 
1988)。 
 こうしたベンチャーキピタルへのリスクマネー提

供先は、まず年金の基金があげられ、次いで大
きな資金提供元は大学の基金である。本研究で
は、スタンフォード大学の財務データを中心に、
大学の基金とベンチャーファンドとの関係を明ら
かにした。スタンフォードの財務会計をみると、
特許収入よりも、特許を通して関わりを持った企
業からの大学への寄付や、その技術を基に大学
教員がベンチャーを興し、その株式の所有によ
る株式収入を期待していた。特許の使用権を企
業に与える際に、そのライセンスを株式の形で
受け取るようになったのである。1997 年から 99
年のデータで主要大学ごとに比較すると、株式
保有の形での記述供与を行っている研究大学と
して、スタンフォードと MIT が突出している。 
 アメリカの研究大学は、大学基金のグローバル
投資を積極的に行い、ベンチャーキャピタルを
迂回する形で大学関係者が企業へ資金提供す
るようになった。90 年代に入ると、大学の内規を
次々と変更させ、スタンフォードや多くの研究大
学が、安全資産に限定されてきた大学基金の投
資をリスクマネーへと転換させた。大学は単なる
基礎研究の実験場所ではなく、より広範囲な企
業家に活動する組織へと大きく変貌を遂げたの
だ。ベンチャーファンドも資金提供者として大学
基金に期待するようになった。大学基金からの
資金は 90 年代に急速に増加し、時に下落を経
験しながらもほぼ 20%前後で推移するようになっ
た。大きく膨らみ始めたまとまりとしての大学基金
の増加は、ベンチャーキャピタルにとっても極め
て魅力的なものとなった。 
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